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                                 １．印刷業経営動向実態調査の概要  

 

１．調 査 の 目 的   中小印刷業経営動向を的確に把握するため売上高、加工高、原価状況、損益状況、人員構成および労働時間等所要事項の調査とこれらに密接

な関連をもつ事項の調査とを継続的に実施し、その結果から経営者にとって欠かすことのできない重要な経営数値を把握し、経営戦略の決定

に資することを目的とする。 

 

２．調 査 の 時 期    平成27年12月（平成27年３月直近の決算期分(１年相当)を対象とした）。 

 

３．調査対象企業数    全国47都道府県組合員企業5,066社。 

 

４．調 査 票 回 収    メール・機関紙での周知により、組合員企業に調査を依頼。回答はインターネット上の調査画面での入力とし、334社より回答を得た。 

 

５．区     分 

   (1) 地区区分        北海道、東北、関東甲信越静、東京、中部、近畿、中国、四国、九州の９区分とした。 

 

 (2) 業態区分        「出版印刷」 ‥‥‥‥‥ 総売上高のうち、出版印刷物によるものが、総額の50％以上におよぶ企業 

「事務用印刷」  ‥‥‥‥  総売上高のうち、事務用印刷物によるものが、総額の50％以上におよぶ企業 

「商業印刷」  ‥‥‥‥‥  総売上高のうち、商業用印刷物によるものが、総額の50％以上におよぶ企業 

「包装印刷」 ‥‥‥‥‥‥ 総売上高のうち、紙器印刷物、軟包装用印刷物などによるものが、総額の50％以上におよぶ企業 

「特殊印刷」 ･･･････････ 総売上高のうち、上記を除く紙以外の印刷物によるものが、総額の50％以上におよぶ企業 

「ソフト・サービス」 ････ 総売上高のうち、付帯サービス、印刷工程の電子技術を活用したものが、総額の50％以上におよぶ企業 

「その他」  ‥‥‥‥‥･･  上記各区分の売上高がそれぞれ50％に満たない企業 

 

   (3) 規模区分        ４人以下、５～９人、10～19人、20～29人、30～49人、50～99人、100～299人、300人以上の８区分 

 

 



６．調 査 内 容    (1)概要調査                                    (2)業績調査 

                         ①就業者数                                     ⑦貸借対照表 

                         ②部門別就業者数                               ⑧原価状況 

                         ③労働日数、労働時間                           ⑨損益状況 

                         ④分野類型別売上高 

                         ⑤受注先の業種別売上構成 

                         ⑥純加工高 

  



                                            ２ ．調 査 の 特 記 点  

 

 

      １．総  括  編 

 

        (1)各項目とも全国の規模別、業態別および地区別に掲載している。 

        (2)調査項目毎に集計したため、集計企業数は調査項目毎に異なっている。 

        (3)「1.就業者数」、「2.部門別就業者数」、「3.労働日数、労働時間(事業所が就業規則等で定めている)」、「4.労働日数、労働時間(従業員が実際に働いた

１人平均の)」、「5.分野類型別売上高」、「8.純加工高」、「9.材料費の内訳」の各項目の地区別数値は、規模別に集計した結果を掲載している。 

 

 

      ２．集計結果（全国分） 

 

         (1)各項目とも全国の規模別および、それぞれの業態における規模別を掲載している。 

         (2)経営諸数値の内容は、収益性13項目、生産性９項目、流動性２項目、安全性３項目の計27項目について分析している。 

 

 

      ３．この報告書の利用上の注意 

 

          この報告書で集計表示される金額は特別な場合を除き１社当り平均である。地区別、業態別、規模別毎の相互比較については、規模により相違があり、また

調査項目毎に集計企業数が異なるため、単純には比較できない。なお、地区、業態、規模の各区分において回答社数が２社以下の場合の数値は全て「Ｘ」表示

とした。 

 











調査結果の要約 
 
 

1. 総括 

・ 回答企業数は 334 社、うち有効回答数は 241 社（前年差△80 社、前年比△24.9％）。 

・ 回答社の平均就業者数は 66.9 人（前年比＋11.7％）。 

・ 1 人当り純売上高は 18,740 千円（前年比＋2.9％）、売上高対経常利益率は 2.4％（前年度差△1.2）。 

 

2. 売上高 

・ １人当り売上高は 18,740 千円、4 年連続改善。 

・ 製品別売上高構成比は、商業印刷（43.3％）、事務用印刷（17.4％）、出版印刷（16.8％）、包装印刷（8.5％）の順。 

・ 以上の上位 4 製品で全体の 85.5％を構成。 

 

3. 生産方式と受注先 

・ 印刷機種別売上高構成比は、オフセット枚葉印刷機（64.4％、前年度差＋3.3）、オフセット輪転印刷機（11.9％、△1.3）。 

・ デジタル印刷機の売上高構成比は 9.3％（前年度差△0.1）、調査開始以来 7 年目で初の減少。 

・ 受注先は、印刷関連業（24.3％）、教育/専門（18.4％）、広告/情報（17.5％）、サービス業（8.9％）、印刷以外の製造業（8.2％）、公務（5.3％）の上位 6 業種で全体の 8 割を構成。 

 

4. 収益性 

・ 営業利益率は 1.7％、経常利益率は 2.4％。営業利益率ならびに経常利益率はともに 5 年ぶりの低下。 

・ 加工高比率は 48.8％。前年度差 0.9 の低下。 

・ 外注加工費は 2 年連続低下でこの 10 年の最低となる 20.5％。材料費は昨年より 2.7 増加の 24.2％。 

 

5. 安全性 

・ 自己資本比率は 2 年連続低下で 3 年ぶりに 40％台を割り込み 39.7％。 

・ 流動比率は 6 年ぶりの低下で 144.1％。短期的な支払能力は充分な水準。 

・ 安全余裕度は 4.8％。利益率の低下に伴い H22 とならぶこの 10 年の最低水準。 

 

6. 生産性 

・ 1 人当り加工高は 9,146 千円、4 年ぶりの低下。 

・ 1 人当り人件費は 4,850 千円、0.5％減とほぼ昨年と同水準。 

・ 1 人当り機械装置額は 1,988 千円。2 年連続の増加。 

 

7. 人的資源 

・ 労働分配率は 53.4％。この 10 年で 3 番目に低い水準。収入に占める人件費の割合は低下。 

・ 人的資源の契約形態別構成は、常勤役員（5.3％）、正規従業員（82.5％）、非正規従業員（12.2％）。長期的には緩やかに非正規の割合が高まっている。 

・ 人的資源の部門別構成は、役員（4.7％）、管理部門（16.3％）、生産部門（58.8％）、営業部門（20.3％）。管理部門が減り、生産部門が増える傾向。 



総 評 

 
1．総括 

 

全印工連による印刷業経営動向実態調査の平成 27年度結果がまとまった。回答は 241

社で１社当りの平均就業者数は 66.9人。回答社の平均人員規模は 12％大型化。回答社

数は 25％の減少。平均就業者数は長期的に跛行性はあるが 65 人前後で推移している。 

収益性をみると、1人当り売上高は 4年連続の改善。反面、経常利益率は 5年ぶりの

低下と、生産性の改善が収益性の改善に結びつかなかった格好だ。生産方式別売上高の

構成では、デジタル印刷機の構成比が 7回目の調査で初の減少となった。 

 安全性をみると、自己資本比率は 2 年連続低下で 3 年ぶりに 40％台を割り込んだ。

流動比率は 6年ぶりに低下した。財務構造は依然として充分な健全性を保ち、短期債務

への支払能力も充分だが、いずれも前年より低下した。設備投資の活発化による資金調

達や支払いによるものとみられる。 

 生産性をみると、1 人当り売上高の改善傾向が続いている。1 人当り加工高は昨年よ

り微減だがこの 10年で 2番目の高水準。1人当り機械装置額は過去最少を記録した H25

以降 2 年連続で増加。1 人当り人件費は昨年より微減だが 2 年連続の 4800 千円台とこ

の 6年で 2番目の高さ。設備投資によって生産性が改善、従業員分配を見直す原資が生

まれているが、生産性の改善が踊り場にさしかかっている。 

人的資源をみると、長期的に非正規従業員割合が緩やかに高まっている。部門別には、

ポストプレスの増加傾向が続いている。一方、プリプレスが 5年ぶりの減少、管理部門

が 6年ぶりの増加など、近年続いてきた傾向に変化の兆しも見られる。労働分配率は昨

年より上昇したものの、この 10 年で 3 番目に低い水準となって、加工高に占める人件

費の割合は比較的抑制されている。 

また調査結果全体を通して、投資の活発化、生産性の向上、従業員分配の拡大など、

従来の縮小均衡とは異なる経営スタンスへの転換が昨年に続き進んでいるものの、改善

が踊り場に差し掛かりつつある兆候もうかがわれる。 

 

(1)有効回答社数（図 1-1） 

・ 有効回答社数は 241社。前年調査より 24.9％の減少。 

 

(2)回答社の平均人員規模（図 1-1,2） 

・ 平均就業者規模は 66.9人（前年差＋7.0人）。平均就業者規模は前年より 11.7％大

型化して平成 20年以来の水準。 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

企業数 （社） 443 422 402 393 360 350 393 558 321 241

平均人員（人） 60.7 64.8 69.0 63.8 65.4 63.7 60.7 41.7 59.9 66.9
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図1-1．回答企業数と回答社の平均就業者数
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H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

４人以下 4.8 3.9 4.8 2.8 4.0 4.7 5.3 12.7 9.4 6.2

５～９人 9.1 9.9 8.7 8.7 8.1 8.5 10.4 16.8 13.3 9.1

１０～１９人 16.7 17.7 16.7 20.1 17.5 19.8 20.9 20.6 18.7 15.4

２０～２９人 15.9 17.1 16.0 17.0 17.0 14.0 15.0 12.2 13.8 17.4

３０～４９人 19.3 15.4 15.7 15.8 17.8 17.1 16.3 15.1 16.4 16.2

５０～９９人 18.7 17.7 19.1 16.5 17.3 17.9 15.8 13.3 17.1 20.3

１００～２９９人 13.5 15.4 16.0 15.6 15.4 15.7 14.0 8.6 10.3 13.7

３００人以上 2.0 2.8 2.9 3.3 3.0 2.2 2.3 0.7 0.9 1.7

図1-2．回答社の就業者規模別構成



 

 

（表1）〔売上高構成比〕

調査年次 企 業 数 平均人員 純売上高 前 年 比 材 料 費 外注加工費 商品仕入 加 工 高 前 年 比 加工高比率 減価償却費 純加工高 前 年 比 純加工高比率

（年度） （社） （人） （1人平均，千円） （％） （％） （％） （％） （1人平均，千円） （％） （％） （％） （1人平均，千円） （％） （％）

H18 443 60.7 18,504        ▲2.0 23.2 24.0 5.3 8,806        ▲3.0 47.6 5.6 7,782 ▲ 2.8 42.1

H19 422 64.8 18,764 1.4 22.9 25.4 4.5 8,855 0.6 47.2 5.7 7,787 0.1 41.5

H20 402 69.0 18,758 0.0 24.0 23.2 6.1 8,753 ▲ 1.2 46.7 5.7 7,697 ▲ 1.2 41.0

H21 393 63.8 19,545 4.2 25.6 22.9 5.6 8,958 2.3 45.8 6.2 7,730 0.4 39.5

H22 360 65.4 17,601 ▲ 9.9 25.0 20.8 5.9 8,507 ▲ 5.0 48.3 6.4 7,381 ▲ 4.5 41.9

H23 350 63.7 16,965 ▲ 3.6 24.8 21.5 5.3 8,208 5.3 48.4 6.2 7,156 ▲ 3.0 42.2

H24 393 60.7 17,000 0.2 23.3 20.8 4.0 8,834 7.6 52.0 5.6 7,877 10.1 46.3

H25 558 41.7 18,149 6.8 22.7 21.4 7.4 8,808 ▲ 0.3 48.5 10.4 6,920 ▲ 12.1 38.1

H26 321 59.9 18,210 0.3 21.5 21.0 6.8 9,239 4.9 50.7 4.2 6,968 0.7 38.3

H27 241 66.9 18,740 2.9 24.2 20.5 6.4 9,146 ▲ 1.0 48.8 5.0 8,215 17.9 43.8

（表2）〔経営諸数値〕

調査年次 機械装置額 人　件　費 前　年　比 加工高対 営業員売上高 前 年 比 営業利益率 経常利益率 自己資本比率

（年度） （1人平均，千円） （1人平均，千円） （％） 人件費比率（％） （1人平均，千円） （％） （％） （％） （％）

H18 2,384 4,899        ▲3.2 55.6 88,562           3.7 2.7 3.0 37.5

H19 2,294 4,972 1.5 56.0 90,431 2.1 2.1 2.3 36.1

H20 2,446 4,940 ▲ 0.6 56.1 91,189 0.8 2.0 2.4 37.0

H21 2,544 4,868 ▲1.5 54.0 93,462 2.5 2.0 2.2 35.5

H22 2,281 4,803 ▲ 1.3 56.5 84,015 ▲ 10.1 1.4 1.9 38.7

H23 1,972 4,537 ▲ 5.5 55.2 77,177 ▲ 8.1 1.6 2.0 38.3

H24 1,735 4,632 2.1 52.4 83,423 8.1 2.0 2.5 41.1

H25 1,693 4,026 ▲ 13.1 58.5 86,295 3.4 2.8 3.4 42.6

H26 1,943 4,872 20.8 52.7 89,655 3.7 3.0 3.6 41.3

H27 1,988 4,850 ▲ 0.9 53.4 90,945 1.6 1.7 2.4 39.7

(表3)　〔売上高の分野別構成比〕 単位：％

調査年次 売上高

(年度) （1人平均，千円）

H18 18,504 16.6 13.4 47.1 12.6 0.8 1.8 5.8 100.0

H19 18,764 17.4 11.5 49.4 11.7 0.7 2.2 6.3 100.0

H20 18,758 16.1 1.1 47.7 14.5 0.8 2.4 6.8 100.0

H21 19,545 14.6 10.0 50.6 14.7 1.8 3.0 4.4 100.0

H22 17,601 19.0 11.3 44.5 14.1 1.9 2.5 5.2 100.0

H23 16,965 15.2 12.2 45.0 17.7 2.5 2.5 3.9 100.0

H24 17,000 16.1 9.6 45.2 17.9 2.2 3.2 4.7 100.0

H25 18,149 14.4 22.5 44.2 7.1 5.9 3.9 2.1 100.0

H26 18,210 15.4 19.4 44.6 7.8 5.5 5.5 1.8 100.0

H27 18,740 16.8 17.4 43.3 8.5 7.0 4.5 2.6 100.0

印刷以外 合計出版 事務用 商業 包装 その他特殊 ｿﾌﾄ·ｻｰﾋﾞｽ



２．売上高 

 

1 人当り売上高は 4 年連続改善で 18,740 千円。主要製品別の構成比を見ると、シェ

アは商業印刷・事務用印刷・出版印刷・包装印刷の順で多く、この上位４製品で印刷売

上高の 85.5％を占める。 

商業印刷と事務用印刷のシェアが低下傾向。出版印刷と包装印刷が増加傾向。最大シ

ェアの商業印刷は過去最低水準に低下した。この 3 年は事務用印刷が上昇傾向にあり、

一昨年からは出版印刷を上回って商業印刷に次ぐ 2番目の高さとなっている。その他特

殊印刷とソフト・サービス、印刷以外の合計は 14.5％と 3年連続で上昇した。 

 

(1)１人当り純売上高（図 2-1） 

・ １人当り売上高は 18,740千円。2.9％増で 4年連続の改善。 

 

(2)売上高 製品別売上高構成比（図 2-2） 

・ 商業印刷：シェア 43.3％ 

最大シェアだが、この 10年の最低水準に減少。 

・ 事務用印刷：シェア 17.4％ 

2年連続減少だが、この 3年は出版印刷を上回るシェア 2位。 

・ 出版印刷：シェア 16.6％ 

2年連続の微増だが、近年は商業印刷に次ぐ 2位ではなくなっている。 

・ 包装印刷：シェア 8.5％ 

2年連続の微増。 

・ その他特殊印刷：シェア 7.0％ 

年々最高を更新、初の 7％台。 

・ ソフト・サービス：シェア 4.5％ 

この 4年は 3～5％台で推移。平成 17-18年の 1～2％台から長期に上昇。 

・ 印刷以外：シェア 2.6％ 

この 3年は 1～3％台の低位で推移。 
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（千円） 図2-1．従業員１人当り純売上高

出版印刷
事務用印刷
商業印刷
証券印刷
包装印刷
その他特殊印刷
印刷以外
ソフト・サービス

※3年移動平均
出版印刷
事務用印刷
商業印刷
証券印刷
包装印刷
その他特殊印刷
印刷以外
ソフト・サービス

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

ソフト・サービス 1.8 2.2 2.4 3.0 2.5 2.5 3.2 3.9 5.5 4.5

印刷以外 5.8 6.3 6.8 4.4 5.2 3.9 4.7 2.1 1.8 2.6

その他特殊印刷 0.8 0.7 0.8 1.8 1.9 2.5 2.2 5.9 5.5 7.0

包装印刷 12.6 11.7 14.5 14.7 14.1 17.7 17.9 7.1 7.8 8.5

証券印刷 2.0 1.1 0.9 0.8 1.6 1.1 1.2 0.0

商業印刷 47.1 49.4 47.7 50.6 44.5 45.0 45.2 44.2 44.6 43.3

事務用印刷 13.4 11.5 10.7 10.0 11.3 12.2 9.6 22.5 19.4 17.4

出版印刷 16.6 17.4 16.1 14.6 19.0 15.2 16.1 14.4 15.4 16.8
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図2-2．主要製品別売上高構成比
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３．生産方式と受注先 

 

印刷機種別売上高構成比は、長期的にオフセット輪転機が減少、オフセット枚葉機が

緩やかな増加、ソフト・サービスとデジタル印刷機がシェアを高めている。ただし今回

は調査開始の平成 21年以来、初めてデジタル印刷機の伸びが止まった。 

受注先の構成比は、印刷関連業（24.3％）、教育･専門（18.4％）、広告・放送・情報

通信サービス（17.5％）、サービス業（8.9％）の上位 4業種で約 7割を占める。 

 

(1)売上高 印刷機種別構成比（図 3-1） 

・ オフセット枚葉印刷機：シェア 64.4％（前年度差＋3.3） 

・ オフセット輪転印刷機：シェア 11.9％（前年度差△1.3） 

・ デジタル印刷機   ：シェア  9.3％（前年度差△0.1） 

・ その他の印刷機   ：シェア  1.8％（前年度差△1.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ オフセット枚葉機は H22から 60％台で緩やかな増加。 

・ オフセット輪転機は H21の 4割弱に減少。 

・ デジタル印刷機は H21に開始した調査史上初の減少。 

・ ソフト・サービスは H21の倍近くに増加、2年連続の 12％台。 

 

 

 

(2)受注先の業種別売上高構成（図 3-2） 

・ 印刷関連業 24.3％（前年差＋1.5）は 3年連続上昇で過去最高。教育･専門 18.4％（＋

0.7）も 4年連続の上昇で過去最高。広告・放送・情報通信サービス 17.5％（＋11.4％）、

は 3番目に多いが 2年連続減少してきたなかで突飛高となっている。 

・ 中長期的には流通、印刷以外のその他製造業、広告・放送・情報通信サービスがシ

ェアを下げる一方、サービス業と印刷関連業がシェアを高めている。 

 

H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

ソフト・サービス、その他 6.3 5.7 7.2 6.6 9.9 12.6 12.5

デジタル印刷機 1.9 2.1 2.3 2.6 9.1 9.4 9.3

その他の印刷機 5.4 5.9 5.5 4.4 3.0 3.6 1.8

オフセット輪転印刷機 30.9 25.7 23.6 25.4 10.9 13.2 11.9

オフセット枚葉印刷機 55.5 60.7 61.4 61.0 67.1 61.1 64.4
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図3-1．印刷機種別売上高構成比

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

その他 5.9 5.3 6.9

農･林･漁･鉱業、建設業 1.5 1.6 1.7 0.8 1.1 1.1 1.1 3.4 3.0 1.4

電気･ガス･熱供給･水道 1.9 2.0 1.4 1.4 0.6 1.5 1.2 1.3 1.2 0.5

運輸･郵便 1.8 1.7 1.6 1.3 0.8 1.0 0.9 1.0 1.5 0.7

金融･保険･不動産 3.8 3.9 3.8 3.9 3.9 4.1 3.8 3.7 4.3 4.2

教育･学術研究、専門・技術サービス 5.8 5.4 6.0 6.8 7.7 6.5 7.5 8.6 9.3 18.4

公務 6.6 5.7 5.3 5.6 6.4 6.5 6.1 8.7 8.3 5.3

サービス業、医療･福祉 8.0 7.7 6.8 13.5 10.3 13.7 12.3 14.6 14.3 8.9

広告･放送､情報通信サービス 7.6 9.3 11.6 7.4 6.9 7.4 7.8 6.4 6.1 17.5

新聞･出版 11.3 11.9 10.5 8.9 11.4 8.8 9.8

食料品･飲料製造業 5.1 2.6 5.2 5.7 5.1 4.6 5.5

その他製造業 14.0 13.8 15.1 14.0 15.4 16.1 15.2 13.8 13.0 8.2

印刷､製版･製本･印刷物加工､パルプ･紙･紙加工品 17.9 17.2 15.1 15.1 17.6 17.6 17.1 21.3 22.8 24.3

流通 14.7 17.2 16.0 15.6 12.8 11.2 11.8 10.8 10.9 6.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

図3-2．受注先の業種別売上構成



４．収益性 

 

外注費は低下したものの、材料費が上昇したため、利益の源泉となる加工高比率は昨

年より 1.9ポイント低下した。また、各種経費が昨年に比べて大きく減少していないか、

もしくは増えた経費もあるため、営業利益率・経常利益率とも 5年ぶりに改善が止まり、

営業利益率は 1％台に、経常利益率は 2％台に低下した。 

 

(1)主要経費の構成（図 4-1） 

・ 人件費 26.1％ 

昨年より 1.6ポイント低下。 

・ 材料費 24.7％ 

この 5年の最高値に上昇。 

・ 製造経費 7.7％ 

3年連続の低下。 

 

・ 商品仕入高 6.6％ 

長期的に 4～7％台で推移。 

・ 外注加工費 21.0％ 

過去最低水準に低下。 

 

 

（2）加工高比率 48.8％ （図 4-2） 

48％前後での推移が続く。 

 

 

 

 

 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

支払利息割引料 0.7 1.1 0.7 0.8 0.8 0.8 0.6 0.0 0.0 1.1

販売費・一般管理費 9.0 8.9 9.0 8.7 8.8 9.5 9.1 3.3 9.1 9.2

商品仕入高 5.5 4.5 6.2 5.6 5.9 5.6 4.0 7.6 6.8 6.6

減価償却費 3.2 3.1 3.2 3.5 3.9 3.8 3.5 0.0 4.3 3.6

製造経費 6.5 6.8 6.5 7.1 7.1 7.1 10.5 9.0 7.9 7.7

外注加工費 24.5 25.7 23.6 23.3 21.0 21.7 21.1 23.3 21.7 21.0

人件費 26.8 26.7 26.5 25.0 27.4 27.5 27.6 41.8 27.7 26.1

材料費 23.7 23.2 24.3 26.1 25.1 24.1 23.6 15.0 22.2 24.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

図4-1．主要経費

47.6 47.2 

46.7 

45.8 

48.3 
48.4 

52.0 

48.5 

50.7 

48.8 

45.0

46.0

47.0

48.0

49.0

50.0

51.0

52.0

53.0

54.0

55.0

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（％） 図4-2．加工高比率



（3）営業利益率 1.7％、経常利益率 2.4％ （図 4-3） 

営業利益率ならびに経常利益率はともに 5年ぶりに低下。営業利益率の 1％台は 4年

ぶり、経常利益率の 2％台は 3年ぶり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

営業利益率 （％） 2.7 2.1 2.0 2.0 1.4 1.6 2.0 2.8 3.0 1.7

経常利益率 （％） 3.0 2.3 2.4 2.2 1.9 2.0 2.5 3.4 3.6 2.4

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

（％）
図4-3．営業利益率と経常利益率



５．安全性（図 5-1） 

 

自己資本比率は長期的な改善傾向にあったが 2年連続で低下した。1年以内に返済期

限の到来する負債への支払能力も低下した。短期的な支払能力を表す流動比率も低下し

た。資本蓄積・短期支払能力とも、今回は低下したが充分な水準にあるとみていい。安

全余裕度はやや余裕のない水準に低下した。 

貸借対照表においては流動資産の割合がこの 10年で H22に次ぐ最低水準に低下した。

前年が初調査となった機械装置額の総資本に占める割合は 10.0％で前年より 0.7 上昇

した。設備投資の活発化した様子がうかがわれる。 

 

・ 自己資本比率 39.8％ （図 5-2） 

返済義務のない資本の割合を占めす自己資本比率は、4年ぶりに 30％台に低下した。 

・ 流動比率 144.1％ （図 5-3） 

  1年以内に返済義務のある短期負債の支払い能力について、流動資産と流動負債の

バランスで見る流動比率は 6年ぶりに低下。短期債務について依然として充分な支

払能力を有する水準ながら、短期的な資金繰り能力はやや低下した。 

・ 安全余裕度 4.8％ （図 5-4） 

売上があと何％落ちると利益がゼロになるかを示す安全余裕度は高いほど良いが、

利益率の低下に伴い昨年の 8.4％から 4.8％に低下した。 

 

 

 

 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

資本 37.2 36.1 37.2 35.5 38.5 38.1 40.9 42.6 41.3 39.8

固定負債 29.8 31.2 29.3 30.7 31.1 30.9 29.5 28.2 30.5 30.5

流動負債 32.7 32.4 32.6 33.9 30.3 31.0 29.5 29.2 28.5 29.7

固定資産 53.8 54.5 55.3 56.3 57.3 56.1 55.3 54.6 54.4 56.6

流動資産 46.2 45.5 44.7 44.2 42.6 43.9 44.7 45.4 45.0 43.0

図5-1．100分比貸借対照表
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流動比率 141.3 140.4 137.1 130.4 140.6 141.5 151.5 155.5 158.6 144.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

（％） 図5-3．流動比率
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（％） 図5-4．安全余裕度



６．生産性 

 

1 人当り売上高は 4 年連続で改善、1 人当り加工高は昨年なみ、1 人当り人件費も昨

年なみ、１人当り機械装置額は増加。1人当り指標の多くに改善傾向が見られる。 

これら１人当り指標からは、近年の生産性の改善が設備投資主導で進んできた様子が

うかがわれる。設備投資の拡大が生産性を向上させ、従業員分配見直しの原資を生み出

した。従来の縮小均衡型から経営スタンスが大きく変わりつつある可能性が指標からう

かがわれる。 

 

・ １人当り人件費 4,850千円 （図 6-1） 

1人当り人件費は 2年連続の 4,800千円台。 

・ 労働装備率（１人当り機械装置額） 1,988千円 （図 6-1） 

1人当り機械装置額は 2年連続の増加、この 5年の最高額。 

・ 労働生産性（１人当り売上高） 18,740千円 （図 6-2） 

１人当り売上高は 4年連続改善。 

・ 1人当り加工高 9,146千円 （図 6-2） 

労働生産性は改善したが、加工高比率が低下したため、昨年より１％低下したもの

の、この 10年で昨年に次ぐ 2番目に高い水準。 

 

 

 

 

・ 設備生産性 4.6倍 （図 6-3） 

機械装置額と加工高の相関であり、機械装置額 1単位がどれだけの加工高を生み出

しているかを示す。１人当り加工高の減少と１人当り機械装置額の増加により、2

年連続の低下ながら、この 10年で 3番目の高水準ではある。 

 

 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

人件費 4,899 4,972 4,940 4,868 4,803 4,537 4,632 4,026 4,872 4,850

機械装置額 2,384 2,294 2,446 2,544 2,281 1,972 1,735 1,693 1,943 1,988
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図6-1．就業人員１人当りの機械装置額と人件費
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図6-2．就業人員１人当りの売上高と加工高
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図6-3．設備生産性



７．人的資源 

 

総人員の雇用契約別構成は、役員が 5％台、正規従業員が 80％台前半、パート・嘱託

等の非正規従業員が 10％台前半で長期に固定的な構成となっている。長期的な部門別

の人員配置は、管理部門のスリム化、営業部門の現状維持、プリプレス・プレス・ポス

トプレスの強化といった生産強化の傾向にある。収入に占める人件費の割合を示す労働

分配率は 53％台と昨年より上昇したが、この 10年では 3番目の低水準にある。 
 

(1)人的資源の構成 （図 7-1） 

・ 役員比率 5.3％ 

長期に 5％台で推移。 

・ 正規従業員比率 82.5％ 

H20以降、80～83％台で推移 

・ 非正規従業員比率 12.2％ 

H20以降、11～12％台で推移。 

 

(2)人的資源の配置 （図 7-2） 

・ 管理部門  ：16.3％ 6年ぶりに増加。 

・ 営業部門  ：20.3％ 10年間 20～21％台で推移。 

・ プリプレス ：23.4％ 5年ぶりに低下。 

・ プレス   ：18.5％ 昨年より微減。 

・ ポストプレス：16.9％ H18に 10.8％だったが長期的に増加傾向、初の 16％台。 

 

(3)労働分配率 53.4％ 

 

（図 7-3） 

・ 加工高に占める人

件費の割合は昨年

より微増だが長期

的には上下しつつ

緩やかな低下傾向、

この 10年で 3番目

に低い水準。 
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H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

常勤役員 5.9 5.3 5.0 5.3 5.0 5.1 5.4 7.4 5.8 5.3

従業員 84.0 84.1 83.1 82.4 82.8 83.8 82.2 80.4 82.5 82.5

パート・嘱託・派遣

等
10.1 10.6 11.9 12.3 12.2 11.1 12.4 12.2 11.6 12.2

図7-1．役員・従業員・非正規従業員構成比

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

ポストプレス 10.8 11.4 12.2 13.0 13.5 13.1 14.2 15.5 15.0 16.9

プレス 19.4 18.6 18.4 17.9 18.1 17.7 17.6 16.9 19.2 18.5

プリプレス 23.3 23.5 23.5 21.0 20.9 21.3 21.6 23.0 24.7 23.4

営業 20.9 20.6 20.6 20.8 20.8 21.4 20.4 21.1 20.3 20.3

管理部門 20.4 21.2 21.0 22.6 22.3 21.9 21.6 17.4 15.7 16.3

役 員 5.3 4.6 4.4 4.7 4.4 4.6 4.7 6.1 5.1 4.7
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図7-2．部門別就業者構成比

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

労働分配率 55.6 56.1 56.4 54.3 56.5 55.3 52.4 58.5 52.7 53.4
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（％） 図7-3．労働分配率














































